[bookmark: _pwkky42s1fzy]業務の目的と範囲等に関する確認書
（不動産鑑定士）

株式会社〇〇（以下「甲」という。）と、不動産鑑定士（不動産鑑定業者）〇〇（以下「乙」という。）は、甲が乙に依頼する不動産鑑定評価その他の関連業務（以下「本業務」という。）について、その目的及び業務範囲等を明確にするため、以下のとおり確認する。

[bookmark: _lmsep0l2data]第1条（目的）
本確認書は、本業務の目的、範囲、成果物、前提条件及び双方の役割分担を明確にし、認識の相違による紛争を未然に防止することを目的とする。

[bookmark: _lel7lsw5vtxe]第2条（対象物件）
本業務の対象となる不動産は、次のとおりとする。
1. 所在：
2. 地番：
3. 家屋番号：
4. 種類：
5. 地目：
6. 地積・床面積：
7. その他対象物件を特定する事項：

[bookmark: _7qpwcn840nby]第3条（業務の目的）
本業務の利用目的は、次のとおりとする。
□ 売買価格の参考
□ 相続・贈与
□ 財産分与
□ 担保評価
□ 会計・税務
□ 裁判・調停
□ M&A
□ 企業資産評価
□ 行政手続
□ その他（　　　　　　　　　　　　）
乙は、上記目的を前提として業務を実施する。

[bookmark: _7bd6359sqdpu]第4条（業務範囲）
乙が実施する業務は、次の各号に定める範囲に限られる。
(1) 対象不動産に関する資料の確認
(2) 現地調査（必要な場合）
(3) 市場動向及び取引事例等の調査
(4) 法令・公的資料等の確認
(5) 不動産鑑定評価書その他合意した成果物の作成
(6) 成果物の説明
(7) 前各号に付随する業務

[bookmark: _k8oljvxeqh59]第5条（業務範囲外事項）
乙は、次の各号に掲げる事項について、本業務には含まれないものとする。
(1) 境界の確定
(2) 測量
(3) 建物診断
(4) 土壌汚染調査
(5) 地盤調査
(6) アスベスト等有害物質調査
(7) 法律・税務・会計・登記に関する専門的助言
(8) 将来の価格を保証する行為
(9) その他別途合意していない業務

[bookmark: _8w5rflaek29h]第6条（前提条件）
乙は、次の事項を前提として業務を実施する。
(1) 甲から提供された資料が真正かつ正確であること
(2) 提供資料に重大な欠落がないこと
(3) 法令その他公的規制について、調査時点の内容を前提とすること
(4) 現地状況が調査時点の状態であること

[bookmark: _g0oho5hfam3j]第7条（資料提供）
甲は、本業務に必要となる次の資料を乙へ提供する。
(1) 登記事項証明書
(2) 公図
(3) 地積測量図
(4) 建物図面
(5) 固定資産税関係資料
(6) 賃貸借契約書
(7) 売買契約書その他参考資料
(8) その他乙が必要と認める資料

[bookmark: _y5gdjt74atzy]第8条（追加資料）
乙は、業務遂行上必要がある場合には、甲へ追加資料の提出を求めることができる。
甲が合理的期間内に提出しない場合、乙は業務期間を延長し、又は業務を中断することができる。

[bookmark: _u5ruhahsg99r]第9条（現地調査）
乙は、必要に応じて現地調査を実施する。
甲は、現地立入りその他必要な協力を行うものとする。

[bookmark: _ye98yv86pdpr]第10条（第三者資料）
乙は、公的機関、登記情報、市場資料その他第三者資料を利用することができる。
これら資料について乙は合理的範囲で確認を行うが、その完全性を保証するものではない。

[bookmark: _rsrwq91n7zh]第11条（成果物）
本業務の成果物は次のとおりとする。
□ 不動産鑑定評価書
□ 調査報告書
□ 意見書
□ 説明資料
□ その他（　　　　　　　　　）

[bookmark: _kmg2u35usw20]第12条（成果物の利用目的）
成果物は、第3条に定める目的のために利用するものとする。
甲は、別目的に利用する場合には、事前に乙へ協議するものとする。

[bookmark: _8ikh981e918g]第13条（成果物の利用制限）
甲は、成果物の全部又は一部について次の行為を行う場合には乙と協議する。
(1) 加工
(2) 抜粋
(3) 編集
(4) 第三者への提供
(5) インターネット公開
(6) 広告利用

[bookmark: _xxo6v9et80l6]第14条（業務期間）
業務期間は次のとおりとする。
開始日　　年　　月　　日
完了予定日　　年　　月　　日
ただし、資料不足その他やむを得ない事情がある場合には変更できる。

[bookmark: _vfp1g6mc49lo]第15条（依頼内容の変更）
甲は、業務内容を変更するときは、乙へ速やかに通知する。
変更内容によっては、
(1) 納期
(2) 報酬
(3) 業務範囲
を変更することがある。

[bookmark: _iltcg9ja22s3]第16条（追加業務）
当初予定していない追加業務については、双方協議の上、別途実施する。

[bookmark: _l2jftpeo67b5]第17条（説明義務）
乙は、成果物について合理的範囲で説明を行う。
ただし、追加調査又は追加分析を伴う場合は別途協議する。

[bookmark: _h9nxqds3dfkd]第18条（責任範囲）
乙は、不動産鑑定評価基準その他関係法令に従い善良な管理者の注意義務をもって業務を遂行する。
ただし、将来の価格変動、市況変化、法令改正等について責任を負わない。

[bookmark: _mobkq4gy33xm]第19条（協議事項）
本確認書に定めのない事項又は疑義が生じた場合には、甲乙誠意をもって協議し解決する。

[bookmark: _si1muj4orsw5]第20条（確認）
甲及び乙は、本業務の目的、範囲、成果物及び利用条件について十分理解し、本確認書の内容を確認した。

以上、本確認書締結の証として、本書2通を作成し、甲乙各自署名又は記名押印のうえ、各1通を保有する。

令和　　　年　　　月　　　日

甲（依頼者）
住所

氏名（名称）

代表者　　　　　　　　　　　印

乙（不動産鑑定士・不動産鑑定業者）
住所

事務所名

不動産鑑定士

登録番号

氏名　　　　　　　　　　　　印

